第２回　府営住宅指定管理者評価委員会　議事要旨
１　日　　時　　平成２２年１１月１６日（火）午後２時～４時

２　場　　所　　国民会館６階　公害審査会室　【非公開　開催】
３　議　　題　　(１)　モニタリング　第２四半期自己評価（案）について

(２)　事業者ヒアリングについて
４　主な意見等
(１)　モニタリング　第２四半期自己評価（案）について説明
（委員）

　　　　　　　・住民満足度アンケートについて、従前の住宅供給公社が管理していた時とのサービス内容の比較が可能か。
　（事務局）

・早急に実施させていただく。

(２)　事業者ヒアリングについて
（委員）
・事業者から提出されたヒアリング・シートの内容に基づき、応募時の収支の想定方法、公営住宅管理事業開始後の収支の状況と応募時の想定との差異、５年間の事業の安定性を想定した時の継続性、一般賃貸マンション管理と公営住宅管理との相違及び指定管理業務の効率的な管理戸数規模について、お聞かせ願う。

（事業者）
・今回の募集に関する審査の方法については、価格審査の配点が50点であり、府の参考価格を踏まえて検討を進め提案価格を算定した。
・事業収支は（各地区とも）赤字となっており、赤字要因の大きなところは空家修繕費と人件費の部分がある。
・空家修繕の費用では、実績が計画を上回っている。

・空家戸数については、大阪府から示された資料の中である程度想定ができた。

一方、空家修繕に係るコストについては、戸当たりの空家修繕の費用の見積もりは難しかった。

・仕様等に決まりのある管理業務だが、例えば、府と入居者の負担区分が不明瞭であったり、空家修繕などでは仕様以上に修理をしている部分がある。

・修繕単価の抑制など、経営努力に取り組んでいるが限度もある。収支は年度途中の数値で確定ではないが、今のまま収支赤字が続けば非常に厳しい。
・事務的な課題や管理業務の内容等の課題も含めて、民間として効率的に進め、管理のシステムも含めて１年間の管理業務を踏まえて取り組んでいく。
・高齢の入居者が多いことから色々な問い合わせがあり、その対応に非常に時間がかかるのが公営住宅の特徴である。
・通常の民間の賃貸住宅の管理と違い、相当、業務に関してボリュームがある。業務が不慣れということも当然あるが、想定していた以上に業務量が多く、当初に計画した人員配置より人員を増員した。
想定以上の業務は、入居者全世帯の処理を行う収入申告（毎年の申告により次の年度の家賃を決定）に係る業務である。
・民間賃貸住宅の管理は、賃貸住宅オーナーとの協議で基本のところは決められ、主体的に管理運営を決めることができる。

府営住宅の管理は、多くの法律上の制限や制約などがあり、それに精通していないと業務に誤った判断をしかねないことがあり、難しい部分が多い。

・適切な管理戸数については、管理地区内の移動距離などが配慮されれば戸数規模が大きくても問題はないと考える。
・府営住宅の管理業務の実施に当たっては、業務に精通した人員がある程度必要になり、管理戸数が少ない場合は運営が厳しく、戸数ボリュームがある程度必要と考える。

（委員）
・空家修繕費の戸当たり単価は、過去の実績から積み上げて退去の戸数で割ると、概ねは算出できる。

・建物等の経年劣化については、計画修繕の実績などから推測できる。

・応募時に府営住宅の現場を見に行くことは可能であり、現場を見られなかったというのは認識にズレがある。

・結局、修繕費の負担が指定管理者側に移ったということは、管理者がリスクを取ったものである。そこを適切に削減すれば経営のリターンにもなるが、誤ればリスクにもなる。そのリスク分の上乗せを見積り上算入していないのではないか。

・提案するに当たって、指定管理者は自己責任で積算することとなる。積算をするための必要な資料等は提示されている。
・空家修繕の内容が過度ではないかという意見があった。今回の指定管理の事業評価だけでなく、公営住宅そのものを見直す機会になる。

・提案価格については、価格点の部分が50％と決まって、それを想定して提案を出されたところが問題かもしれない。今後の改善点の一つの要素。

・計画の実現の可能性が問題であり、あまりにも低い提案価格であった際には、例えば、修繕費用が最低１戸当たり30万円掛かる場合に、審査時において、それ以下の数字を出した提案については、その計画自体はいくら安くても実現が無理と判断し、逆に評価を落とすようなことも検討しないといけない。

・空家修繕等の仕様等を見直すにあたっては、仕様書等に基づく内容の範囲が前提であるが、しかし、本当にその仕様が適切かどうか、必要なのか、換えなければいけないのかというように、基本に立ち返る民間業者が出てきたというのは、従来の仕様そのものを見直すきっかけになるのではないか。

・計画修繕と一般修繕、空家修繕というのは、府では明確に分かれているが、指定管理者には余り理解ができていない。30年住んだ方が退去されたところは、老朽化が著しく床等も傷みが激しい。民間賃貸住宅では同様の事例はあまりないと思われる。

· 退去後の空家修繕については、清掃で対応可能なのか、取替えを行うのかが非常に難しいところで、多く取替えをすれば費用が高くつき、清掃だけで済ませば安くつく。これまでは取り替えが多いことから費用が高くなっていたとすれば、修繕にも実は若干裁量の余地があり、そこを見直すことで経営にはプラス要素になる。

· 分譲住宅であれば、それぞれ個人資産であり計画的に修繕をしていくこともメリットが大きい。民間賃貸住宅でも所有者が、個人資産を維持していくことに変わらず、入居年数も６年、７年で入れ替わっていくことから計画も立てやすい。

· 公営住宅の場合、社会的な需要を満たすことが目的であることから、資産価値を維持することは大阪府にとって見れば少なくとも第一の目的とはならない。今後、更に高齢者が増えて、入居期間が長くなることを予想すると、そういった民間賃貸住宅との乖離が大きくなり、修繕状況についてはきめ細かに明示することが必要である。

· さらなる注意喚起として「ここは民間賃貸住宅とは違って指定管理事業者側の負担になりますから、注意をして見積もりを立ててください」というような説明は、さらに徹底する必要がある。
また、提供する資料の読み方や、いわゆる社会性のある住宅という公営住宅の特徴をもう少し明確に出していくことも、さらに必要である。

· 当初の公募時の提案価格については、事業者側の見込みが甘かったのは間違いない。希望的観測で臨んでいたのも間違いない。結論的には、現時点で競争条件を変えることはできないし、例えば、費用を補てんすることは有り得ない。

· （事業者のヒアリング・シートでは）府営住宅には大家と店子の関係はないという意見があり、その中に民間事業者が入ると、どう変化が出てくるのかは注目される。
· 府営住宅の共用部分の管理は公団住宅等とは違い、入居者が住宅の管理を受け持っている。しかし、高齢化が更に進むと入居者が管理をすることが難しくなり、公団住宅等と同じように家主（府）に対価を払って管理をしてもらうことも選択の一つと考えられる。また、応募する民間事業者には、価格以外に、新しく何が提案できるか期待される。
· 共用部分の管理については、公営住宅では公的な主体（府）に対して、入居者は「ここまではしてくれるだろう」という甘えがあるのではないか。
· 民間事業者が公的な部分（公営住宅の管理）に進出していくには、公的な立場の厳しさなどにあまりにも認識不足であり、公営住宅の特徴（低額所得者や高齢者・障がい者などが集住する）について十分な認識が必要である。

· 管理戸数の規模の問題については、事業者ヒアリングからは１万戸は最低必要との意見があった。１千戸では経営効率が悪く、５千戸でも、適切な人員で管理業務を行うには苦しい。やはり事業者からは一定の戸数規模が必要との意見があり、そうすると２万戸が適当か、１万戸が適当か、最低でも１万戸から2万戸というのが目安ではないか。

· 提案する事業者は新規事業となり、指定を受けたとしても引き続き次の５年間の指定を受けることができるかは不明。大きな事業ボリューム（戸数）となると、そこに進出する判断が慎重となる。

· 事業規模が、ある程度大きな事業者であれば、指定時の投資や雇用は吸収ができるが、小さい事業者は吸収が難しい。５年間の大きな規模の指定管理事業を受けて、多くの投資や雇用をするのは難しい。

· 管理戸数規模のスケールメリットもあり、長い期間をかけて業務の平準化もできることから、ある程度の戸数は必要となる。
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